
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当は含まれていません。

      ２　職員数は、令和３年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含

　　　　　み、会計年度任用職員は含んでいません。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度

　　　　　任用職員の給与費は含まれていません。

（３）ラスパイレス指数の状況

（４）給与改定の状況

①月例給

給与月額である。

②特別給（期末・勤勉手当）

及び勤勉手当の年間支給月数である。

4.40 4.40 4.40
R4年度

月月 月

公務員給与

Ｂ

円

405,049

勧告
Ａ Ｂ

（参考）
国の改定率

％

0.23
（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均

区　　分 （参考）
国の

年間支給月
較差

勧告

人事委員会の勧告

Ａ

（改定月数）Ａ－B

人事委員会の勧告
年間支給月数

（改定率）

0.23

％

民間の支給割合 公務員の支給月数

月 月月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当
4.40 4.30 0.10

給与改定率

0.23

％

405,970

円

Ａ－B

円

921

較差民間給与

区　　分

R4年度

佐世保市の給与・定員管理等について

千円

　　　３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造等が類似している団体（中核市）のラスパイレス指数を単純平均したものです。

 　　　  国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の
（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

千円

12,306,3212,103

実質収支 人件費率

5,852

　　　　　　　　　　　％

19,791,710

（参考）

千円

職員手当

　　　　　千円

区　　分
Ｂ／Ａ

　　　　　　％

令和2年度の人件費率

243,074

人件費
　　　　　Ｂ

R3年度
　　　　　　　千円

住民基本台帳人口

12.9

歳　出　額

14.3

期末・勤勉手当

（令和4年1月1日）

一人当たり給与費給　 料

（参考）中核市平均

　　　　　　Ａ

千円

職員数

1,510,423 3,175,305

千円人 千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

138,657,544

千円

給与費 B/A　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ

（参考）一人当たり

　　　　 て補正したラスパイレス指数。

区　　分

R3年度

4,626,083

人　

6,3327,620,593

　 　 　 俸給月額を100として計算した指数です。
　　　２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域
　　　　 手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用い

　　　　　により算出。）
　　　　（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）/（1+国の指定基準に基づく地域手当支給率）

R2.4.1 R3.4.1H31.4.1 R4.4.1 R2.4.1 R3.4.1H31.4.1 R4.4.1 R2.4.1 R3.4.1H31.4.1 R4.4.
1
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（５）給与制度の総合的見直しの実施状況

①給料表の見直し

　〔　実施　〕

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容）

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（参考）

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（参考） 技能労務職員と類似する民間労働者の平均給与月額

20% 20% 20%国基準による支給割合

佐世保市の支給割合

18%

18% 20%20% 20%

20%

東京都特別区に

勤務する職員 遡及改定後4月1日時点

18%

18%

平成26年度
の支給割合

平成30年度
の支給割合

平成29年度
の支給割合

平成28年度
の支給割合

20% 20% 20%

18.5%

            給与改定後は平成27年4月に遡及し18.5%、平成28年4月1日時点は20％を支給。

（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均1.8％引下げ。1級及び2級の初任給にかかる号給
の引下げはなし。高齢層に対する1.5%減額措置は廃止。激変緩和のため経過措置（現給保障）を実施。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直
し等に取り組むとされています。

令和2年度
の支給割合

令和4年度
の支給割合

令和3年度
の支給割合

20% 20%

18.5%

令和元年度
の支給割合

20%

20%

平成27年度の支給割合

（支給割合）東京都の特別区に勤務する職員に対して、国基準の20%に準じ、本市においても20%を支給。

（実施時期）平成28年4月1日から実施。段階的に支給率を引上げることとし、平成27年4月1日時点は18%。

53.2

うち清掃職員

42.7

公　　務　　員

平均給与月額

352,752

中核市平均

うち運転士

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

うちその他

56.1

338,100

232

円

21 347,300

117

（平均49.1歳）

193

円

321,523

　 経験年数、雇用形態等において、本市の区分とは完全に一致しません。

中核市平均 50.5

円

（平均47.0歳）

区　　分

45

42.0

長崎県

66

うち守衛

歳

66

53.7

53.7 344,800

歳

歳

52.9

50.1 9

53.8

43.6

318,322

323,711

佐世保市

（総務省ﾃﾞｰﾀ）

306,000

－

廃棄物処理業従業員 調理士 守衛

205,200212,400

379,807

用務員

328,416

　 対象にアルバイト等の非正規従業員を含んでいる点で本市の技能労務職員（正規職員のみ）とは異なります。
　 また、本市の同様の職種であっても、調査対象の企業の規模や範囲、調査時期にも違いがあるため、具体的な業務内容や

国

372,641

381,903

円

335,190

2,11451.1 286,570

佐世保市

円

歳

うち用務員 53.7

361,964

394,479

平均給料月額職員数平均年齢

長崎県

国

319,256

円43.1

円

円 352,684

386,188

　単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

407,946

円

円

円

円

平均給与月額

329,300

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給料月額区　　分

円

平均年齢

405,049―

円 363,649

378,742

396,314

397,222

367,320

平均給与月額

361,147

（国比較ベース）

（平均55.9歳）

円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（平成31～令和3年の３ヶ年平均）を使用していますが、

民間平均

355,929

344,856

236,600

（平均57.4歳）

円

373,334

359,462

351,463

402,389 394,467

358,771

352,30825

348,900

うち学校給食員 335,800

363,400

348,800

182,100

自家用乗用自動車運転手

（平均48.4歳）

　 なお、廃棄物処理業及び用務員については全国平均の数値を、それ以外の職種は長崎県平均の数値を使用しています。
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③消防職

　　　　④高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

　　　　⑤小・中学校（幼稚園）教育職

（注）１「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた
  　　　もの）で算出しています。

円

円

円

364,100

円404,212

区　　分

円

409,013佐世保市

平均給与月額

円

円

平均給料月額

―

305,482

円

佐　世　保　市

375,391

円

45.7 歳

一般行政職

一般行政職

高　校　卒

円

円

円 円401,274

中核市平均

309,020

円

150,600

47.3 歳

長崎県 430,157

平均給料月額

（国ベース）

円佐世保市

平均年齢

38.7

平均年齢

円

150,600

経験年数３０年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

円

289,930 349,582

346,592

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

218,600

円

中　学　卒

146,100

佐世保市

区　　分

円

円

円

―

円

352,123

37.8 歳 281,700

351,423歳

円349,457

円

―

円

平均給料月額

352,063

374,993

円 335,350

平均給与月額

中核市平均

平均給与月額

区　　分

経験年数２５年

円

平均給与月額

322,700

258,168

―

358,100 322,200

43.6

円

円

長崎県 45.6 歳

技能労務職

375,854円

円

円

円

46.2

39.0

382,485

経験年数１０年

307,316

148,000

360,744

区　　　　分

417,413

中　学　卒
技能労務職

（２）職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

国

円

歳

中核市平均

経験年数２０年

円

円

366,700

歳

133,900

円

歳

円

368,722

円

円

円 448,825

円

高　校　卒 円

182,200 182,200

150,600

大　学　卒

区　　　　　分

円

182,200

150,600

平均年齢

円

長　崎　県

円

―

3



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（注） １　佐世保市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。（再任用職員を除く。）

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

362,900円 444,900円

468,600円

350,000円

264,200円

289,700円

408,100円

5.8%

20.9%

18人

195,500円

247,600円

304,200円

408,200円

393,000円

1.5%

５　　級

７　　級 71人

６　　級

部長（高度の知識・経験を要する職務）

319,200円

（注）平成１８年に１０級制から８級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級を新給料表の１級へ、
      ４級及び５級を３級へそれぞれ統合）

４　　級 384,200円

部長・理事
次長・副理事
課長（高度の知識・経験を要する職務）
主幹（　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　）

３　　級 主任主事

5.6%

41.4%

231,500円

係長
主査

6.9%

１　　級

２　　級 主事（一定の知識・経験を要する職務）

８　　級

課長補佐
副主幹

7.6%

10.3%

課長・主幹
課長補佐（高度の知識・経験を要する職務）
副主幹（　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　）

主事

93人

69人

構成比

257人

509人

1号給の
給料月額

146,100円

標準的な職務内容

85人

職員数区　　分
最高号給の
給料月額

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

126人
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（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和４年４月１日現在）

（３）昇給への勤務成績の反映状況

国

一般職員

標準に加え、上位の区分も適用

佐世保市

○

ロ 人事評価を実施していない

○

一般職員

○

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用 特定管理

職員

標準に加え、上位及び下位の区分
も適用

標準に加え、下位の区分も適用

管理職員

イ 人事評価を実施した ○○

標準の区分のみ適用 ○ ○

○
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４　職員の手当の状況

（ ( （ ( （ (

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度 最高限度

定年前早期退職特例措置（2％～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

東京都特別区

国

0.90

47.709

）月分

勤勉手当

（３）地域手当（令和４年４月１日現在）

　月分

20 ％

2.55 1.90

　・管理職加算　１０～２５％

　・役職加算　５～２０％

％

20,920

1.90

％

39.7575

勤勉手当

（加算措置の状況）

　月分

1.45

　月分2.55

）月分

1.90

（２）退職手当（令和４年４月１日現在）

佐世保市

千円

　月分

（加算措置の状況）

）月分

令和3年度中における運用

職制上の段階、職務の級等による加算措置

標準に加え、上位及び下位の成績
率も適用

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～２０％

（加算措置の状況）

（支給率）

月分

％

33.27075

月分

一般職員
特定管理

職員

0

47.709

％ 2,046 0

15

月分

その他の加算措置

佐世保市

896,429

国の制度（支給率）

47.709

支給対象職員数

4

支給率

月分

2,861

支給対象地域

月分

支給職員１人当たり平均支給年額（R3年度決算）

千円

－

ロ 人事評価を実施していない

（支給率）

標準に加え、上位の成績率も適用

佐世保市

　・役職加算　５～２０％

2.55

　・管理職加算　１０～２０％

16

支給実績（R3年度決算）

20

人

人

3％

人

医師・歯科医師

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（R3年度支給割合）

　月分

勤勉手当

千円

0.901.45 0.90）月分

（R3年度支給割合）

　月分

）月分

佐　世　保　市

千円

管理職員

長　　崎　　県

千円

１人当たり平均支給額（R3年度）

1.45

月分

国

月分

月分

月分

6,275

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、R3年度に退職した職員に支給された平均額です。

○イ 人事評価を実施した

月分

月分

）月分

その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　

標準に加え、下位の成績率も適用

月分

33.27075

月分

月分

○○

○○

○

1,544 1,611

期末手当　　　　　　　　　　 期末手当　　　　　　　　　　

（１）期末手当・勤勉手当（令和３年度実績）

期末手当　　　　　　　　　　

（R3年度支給割合）

一般職員

国

１人当たり平均支給額（R3年度）

○

○

標準の成績率のみ適用

47.709 月分

円

24.58687524.586875

28.0395

19.6695

47.709

39.7575

28.0395

19.6695

月分

47.709
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　円

　％

（５）時間外勤務手当

千円

千円

3,069

千円

千円

千円

千円

18,835

292

月額6,250円
又は日額250

円

１回500円又は

600円

千円

（４）特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

1,100円又
2,200円

12月29日から1月3日までの期間中の勤務

年末年始の休暇期間中

に勤務することを必要とす
る職員

15,839

426

日額120円

又は同180円

千円

左記職員に対

する支給単価

食肉衛生検査所、試験検

査課職員等

財務部、土木部職員等

保健福祉部の保健師等

千円 １匹100円

１回190円～
500円

千円

日額240円

千円

35.9

74,658

6,968

千円

月額5,750円
又は日額230

円

千円

溝渠等の汚物等の清掃作業

職員全体に占める手当支給職員の割合（R3年度）

55,023

１時間310円

12,569

561 千円

潜水器具を着用した潜水作業

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ R3 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ R2 年 度 決 算 ）

4,535

千円

174

73

死体(胎)の火葬業務

主な支給対象業務主な支給対象職員手当の名称

支給実績（R3年度決算）

感染症作業手当
感染症の発生地域の消毒又は患者の消毒、検便、咽喉粘液
の採取若しくは患者の移送若しくは収容

※新型コロナウイルス感染症対応の場合

高所作業手当

消防出動手当

環境部職員

高さ5メートル以上の足場の不安定な箇所での高所作業環境部、消防職員等

道路維持課職員道路上作業手当 交通を遮断することなく行う道路の維持修繕作業

廃棄物の収集運搬・処分、し尿浄化槽等の監視指導

潜水手当

保健福祉部職員

道路維持課職員

不快作業手当

消防職員

保健福祉部職員等

生活衛生課職員

税務担当職員

福祉主事手当

用地等交渉手当

市民斎場職員

月額4,500円

又は日額180
円

月額2,000円

又は日額80円

日額410円又

は730円

日額230円

月額5,500円
又は日額220

円

千円

月額4,000円
又は日額160

千円

日額80円用地買収、家屋移転又は漁業補償の困難な交渉

36,284

482,614

12

458,275

6,459

火災発生現場での消火、救急車による病人の収容等

変則勤務手当
※令和4年3月31日廃止

家庭を訪問して行う家庭奉仕業務

交替制勤務の消防職員

年末年始勤務手当

月額3,000円

又は日額120

千円

275

福祉業務

千円

千円

すぎのこ園・保育所職員

夜間特殊業務手当

国際緊急援助手当 消防職員

支 給 実 績 （ R2 度 決 算 ）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（R3年度決算）

保健福祉部職員等

結核患者の保健指導、精神障害者の保健指導

（注） ２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（R元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数

千円

犬猫死体収容手当

深夜に行う通信、受付等の業務

福祉施設等手当

-

市税又は国民健康保険税の賦課事務

43清掃作業に従事する職員

交替制勤務を除き土曜日

の午後と日曜日の連続又は

日曜日が勤務日の職員

犬猫の死体収容

932

徴収事務

32,050

消防職員等

保健福祉部職員等放射線取扱手当

支 給 実 績 （ R3 年 度 決 算 ）

放射線の照射

野犬捕獲業務

18種類手当の種類（手当数）

検査手当

税務手当

保健指導手当

支給実績
（R3年度決算）

　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

被災地危険作業手当 消防職員 管轄区域外での消防活動業務 - 千円 日額910円

病理臨床検査、理化学的検査、と畜検査

社会福祉主事の業務

日曜日の勤務

海外地域における国際緊急援助活動業務 - 千円 日額4,000円

月額5,750円

又は日額230
円

日額230円
※日額3,000

円又は同4,000
円
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（６）その他の手当（令和４年４月１日現在）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

1,058,000円×57/100×在職月数 任期毎に支給

873,000円×37/100×在職月数 任期毎に支給

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行っている場合に、減額措置前の金額を入力する欄です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における減額後の給料月額を基礎とした退職手当の見込額です。                                 

　　　　３　　平成25年7月1日から平成26年3月31日まで、市長は給料の15％、副市長は給料の10％を減額しました。

千円

異 688,438

千円

千円

千円異

千円

内容及び支給単価

借家世帯主　最高28,000円
（家賃16,000円以上で家賃額に応じて支給）

28,946,880円

257,427

15,504,480円

退
職
手
当

円千円

円

期
末
手
当

328,736

円

支給職員１人当たり
平均支給年額
（R3年度決算）

3.25

　　（R3年度支給割合）

円563,000

円

3.25

副 議 長

副 市 長

円

275,962

475,000

7,340

５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

504,000602,000

700,000

91,081

　　（R3年度支給割合）

議 員

国の制度は職務の級により定

額を支給（俸給の特別調整額） 251,280

円／

円

1,058,000

市 長

同

月分

支給実績
（R3年度決算）

月分

円

備　　　　考

副 議 長

議 員

副 市 長

議 長

市 長

手　当　名

扶養親族を有する職員に支給

　・配偶者　　6,500円（8級の職員は3,500円）
　・子　　　　 10,000円
　（16歳～22歳までの子　5,000円加算）

　・配偶者、子以外の扶養親族
　　　　　　　　6,500円（8級の職員は3,500円）

住居手当

国の制
度との
異同

63宿日直手当

千円6,177

－

国の制度と
異なる内容

管理職手当

同休日勤務手当

同

円

市 長

円

円

円 696,000

円

707,000

974,000

報

酬

円

議 長

副 市 長

円

円

662,000

873,000

千円

給

料

円／

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

円

管理又は監督の地位にある職員に対して職務に応じて支

給
42,500～88,400円（定額）

円／

円／ 584,000827,000

748,000

宇久島、黒島、小値賀町の公署に勤務する場合に支給（勤

務期間によって、13％から8％の割合で支給）
※合併時から宇久島に勤務している職員は対象外

区　分

特地勤務手当等

夜間勤務手当

1,180,000

－

同

（参考）類似団体（中核市）における最高／最低額

円／

20,581

単身赴任手当

145,274

国の制度(5時間未満半額)
　庁舎等の保全業務
　　１回　4,400円

　刑務所・病院等の当直
　　１回　6,100円　など

宿日直勤務を行う職員に支給
　宿日直勤務１回　5,500円

　５時間未満の場合　2,750円

－同
官署を異にする異動等により同居の配偶者と別居する職員
に対して距離に応じて最高68,000円

同

通勤手当

扶養手当

円

円

祝日法にによる休日又は年末年始の休日に、正規の勤務
時間に勤務する職員に対して、その勤務１時間につき100

分の135の割合で支給

同

－

－

円

154,827

114,400

通勤のために交通機関等を用いている職員
又は徒歩による通近距離が2ｋｍ以上の職員

　交通機関利用　運賃等に応じて最高55,000円
　交通用具使用　距離に応じて最高31,600円

29,697 円

円298,894

円

407,778

15,750

円

478,628千円

－

－

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの
間に勤務する場合に支給
　勤務1時間当たりの給与の25％を支給
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６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人

＜参考＞
R4.1.1現在人口 人

［ ］ ［ ］ [ ] 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（３）職員数の推移 （単位：人・％）

( % )

( % )

( % )

( % )

( % )

( % )

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

▲ 18 ▲ 0.7

▲ 13

316

55歳

60歳52歳

▲ 55

2,461

73

376

56歳44歳 48歳
計

1

39歳

欠員

40歳

人）

△ 7

総合計 2,479 2,487 2,491 2,456 2,465

2,099

361 355 ▲ 13.4

2,106 29 1.42,103

362

233

377

2,090

公営企業等会計 410 408 357

普通会計計 2,077 2,083

R2年 R4年
過去5年間

の増減数（率）

3 0.8

220 ▲ 5.6236 216

377373 374 376

教　育

消　防

一般行政 1,471 1,479 1,490

233 230

1,477 1,510 39

285 227357

R3年

1,510 2.7

2,461

　　　　　　　　年　　度
部　　門

29年 30年 R元年

職員数
人 人

28 106 157 198 210 234 270

人 人人 人 人 人 人 人
未満 23歳 以上

～ ～ ～ ～

51歳
～

47歳27歳 31歳 35歳 59歳
～～ ～ ～

人人 人

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳
～

合　　計
2,461 2,465 △ 4

243,074
2,467 2,469 △ 2 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　101.24

交通 2 3 △ 1

△ 5 業務増、育休過員その他

70

小　計 355 362

109 114

税務

　　　　　　　　　　　区
分
部　門

△ 2 欠員公
営
企
業
等

会
計
部
門

病院

水道 173

下水道 71

175

0 0

令和4年度

114

355

15

△ 1

396 機構改革、育休過員

対前年
増減数

（各年４月１日現在）

職　　　員　　　数

総務

令和3年度
主　　な　　増　　減　　理　　由

議会 14

新型コロナウイルス感染症対策室新設

115

412

育休過員

△ 16

249 △ 4 事務の統廃合縮小

△ 1 育休過員

19336

事務の縮小

1

80 2

人口１万人当たり職員数（R4年） 62.12

普
通
会
計
部
門

衛生

欠員

商工 37

民生

△ 2

46.78 人）

教育部門 220 216 4 機構改革

一
般
行
政
部
門 3

労働 1

農林水産

計

39

377

（類似団体の人口１万人当たり職員数

人口１万人当たり職員数（R4年）

245

266

64.31

1,510 1,510 0

376

82

（類似団体の人口１万人当たり職員数

86.642,106 2,103 3

消防部門

土木

＜参考＞

小　計

△ 1

263 業務増

＜参考＞

～区　分

（２）年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

43歳

36歳
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数については、令和４年３月３１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤

　　　　　務））を含み、会計年度任用職員は含んでいません。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度

　　　　　任用職員の給与費は含まれていません。

イ　 特記事項
なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含んでいます。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（ ( （ (

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和４年４月１日現在）

47.709

39.7575

28.0395

19.6695 19.6695

区　　分

％

総費用
純損益又は

職員給与費
総費用に占める 　（参考）

実質収支 職員給与費比率 ２年度の総費用に占

17.5

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

（参考）市町村平均

令和３年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％

5,713,269 503,855 992,333 17.4

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費　B/A 一人当たり給与費

令和３年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

173 634,307 103,231 254,795 992,333 5,736 6,332

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

佐世保市水道事業 42.0 歳 318,143 円 478,002 円

団体平均 44.1 歳 357,391 円 563,334 円

佐世保市水道事業 佐世保市（普通会計職員） 全国市町村水道事業平均

１人当たり平均支給額（R３年度） １人当たり平均支給額（R３年度） １人当たり平均支給額（R３年度）

1,473 千円 1,544 千円 1,567 千円

（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当
－

2.55 　月分 1.90 　月分 2.55 　月分 1.90 　月分

1.45 ）月分 0.90 ）月分 1.45 ）月分 0.90 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
－

　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　５～２０％

佐世保市水道事業 佐世保市（普通会計）

（支給率） （支給率）

月分 月分 月分 月分24.586875 24.586875

月分 33.27075 月分 月分 33.27075 月分28.0395

月分

月分 47.709 月分 月分 47.709 月分

47.709

39.7575

その他の加算措置 その他の加算措置

月分 47.70947.709

千円

月分 月分

2,861 千円

なし

１人当たり平均支給額　　　　 1,317 千円 20,182 千円 １人当たり平均支給額　　　　 20,920
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エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当 　

（注）　１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

（注）　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和３年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数

　　　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

千円

千円

日額　150円

日額1,500円

1回 1,000円

1回 1,100円

支給職員１人当たり

（令和３年度決算）

79,822

－ 26,157 千円

千円

支給実績（令和３年度決算） 1,547千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 41,811　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） 21.4　％

手当の種類（手当数） 5

日額　910円

水中作業(膝上まで没する作業) 21千円

特殊作業車運転手当 道路掘さく作業車の運転 44千円 日額　120円

年末年始勤務手当 12月29日から翌1月3日までの勤務 88千円

千円

緊急出動手当　 　 深夜緊急呼出による出動 109千円

夜間特殊業務手当　 夜間変則交替勤務 802千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 40,751 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 33,609 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 194

236 千円

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

275,337扶養手当

290,729

通勤手当

通勤のため交通機関等を用いている職員

又は徒歩による通近距離が2ｋｍ以上の職員
　交通機関利用　運賃等に応じて最高

55,000円
　交通用具使用　距離に応じて最高31,600

同 － 11,654

住居手当
借家世帯主　最高28,000円
（家賃16,000円以上で家賃額に応じ支給） 同 －

521,828

169,444

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対して職
務に応じて支給

34,700円～66,300円（定額）

一般行政

職の制度
との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績
（令和３年度決算）

地下2メートル以上の掘さく現場作業 1千円

汚水処理施設における現場作業(処
理場に勤務する職員)

―

宿日直手当
宿日直勤務を行う職員に支給
　宿日直勤務１回　5,600円

　５時間未満の場合　2,800円
同 －

異 支給額

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時から翌日午
前5時までの間に勤務する職員に対し、その

勤務1時間につき正規の勤務時間における1
時間当たりの給与額の100分の25の割合で
支給

同 －

扶養親族を有する職員に支給

　・配偶者　　6,500円
　・子　　　　 10,000円
　（16歳～22歳までの子　5,000円加算）

　・配偶者、子以外の扶養親族
　　　　　　　　6,500円

同

0 千円

13,955 千円

15,133

1,525

0

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（令和３年度決算）

左記職員に対

する支給単価

危険手当
著しく危険又は衛生上有害な
作業に従事した者

重量物又は長大物を取扱う著しく危
険な作業

83千円

日額　910円

荒天時の屋外作業 35千円 日額　910円

塩素ガスの操てん作業 ― 日額　200円

日額　150円

水面上5メートル以上10メートル未満
の橋りようにおける鉄管架設作業

―

水面上10メートル以上の橋りようにお
ける鉄管架設作業

― 日額　220円

日額　300円

排水設備の検査又は故障修理 ― 日額　300円

水質試験 363千円 日額　280円

船外機における作業 1千円 日額　120円

感染症発生地域又は汚染疑い地域
の消毒作業

― 日額　230円
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（２）下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。

イ　特記事項

なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当を含んでいます。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（ ( （ (

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和４年４月１日現在）

24.586875

月分

47.709

39.7575

月分47.709

39.7575

28.0395

19.6695

月分 33.27075

区　　分 総費用
純損益又は

職員給与費
総費用に占める 　（参考）

実質収支 職員給与費比率 ２年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％

4,706,517 146,327 403,089 8.6 9.0

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

令和３年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 　B/A 一人当たり給与費

令和３年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

70 261,000 36,906 105,183 403,089 5,758 6,332

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

佐世保市下水道事業 41.0 歳 321,524 円 479,868 円

団体平均 43.5 歳 359,396 円 537,156 円

佐世保市下水道事業 佐世保市（普通会計職員） 全国市町村下水道事業平均

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,503 千円 1,544 千円 1,341 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当
－

2.55 　月分 0.00 　月分 0.00 　月分 0.00 　月分

1.45 ）月分 0.00 ）月分 0.00 ）月分 0.00 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
－

　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　５～２０％

佐世保市下水道事業 佐世保市（普通会計）

（支給率） （支給率）

月分 月分 月分 月分19.669524.586875

月分 33.27075 月分

月分 47.709 月分 月分 47.709 月分

28.0395

その他の加算措置 その他の加算措置

月分 47.70947.709

千円

月分 月分

2,861 千円

なし

１人当たり平均支給額　　　　 0 千円 24,962 千円 １人当たり平均支給額　　　　 20,920
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エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

（注）　１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

（注）　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和３年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数

　　　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）  

円

円

円

円

　円

177千円 日額　280円

日額　120円

日額1,500円

1回 1,000円

1回 1,100円

千円

手当の種類（手当数） 28,158

（加算措置の状況） 535

　・役職加算　５～２０％ 27.1　％

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（令和３年度決算）

左記職員に対
する支給単価

特殊作業車運転手当 道路掘さく作業車の運転 ― 日額　120円

年末年始勤務手当 12月29日から翌1月3日までの勤務 ―

緊急出動手当　 　 深夜緊急呼出による出動 ―

夜間特殊業務手当　 夜間変則交替勤務 ―

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 9,725 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 139 千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 12,463 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 176 千円

一般行政
職の制度

との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績
（令和３年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

扶養手当

扶養親族を有する職員に支給
　・配偶者　　6,500円

　・子　　　　 10,000円
　（16歳～22歳までの子　5,000円加算）

　・配偶者、子以外の扶養親族
　　　　　　　　6,500円

同 － 9,080 千円

同 － 7,719 千円

（令和３年度決算）

275,152

296,885

通勤手当

通勤のために交通機関等を用いている職員
又は徒歩による通近距離が2ｋｍ以上の職員
　交通機関利用　運賃等に応じて最高

55,000円
　交通用具使用　距離に応じて最高31,600

円

同 － 5,193 千円 92,732

住居手当
借家世帯主　最高28,000円

（家賃16,000円以上で家賃額に応じ支給）

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対して職

務に応じて支給
34,700円～66,300円（定額）

異 支給額 4,655 千円 517,222

危険手当
著しく危険又は衛生上有害な
作業に従事した者

重量物又は長大物を取扱う著しく危
険な作業

― 日額　910円

水中作業(膝上まで没する作業) ― 日額　910円

荒天時の屋外作業 9千円 日額　910円

塩素ガスの操てん作業 ― 日額　200円

地下2メートル以上の掘さく現場作業 ― 日額　150円

水面上5メートル以上10メートル未満
の橋りようにおける鉄管架設作業

― 日額　150円

日額　220円

汚水処理施設における現場作業(処
理場に勤務する職員)

291千円 日額　300円

排水設備の検査又は故障修理 58千円 日額　300円

水面上10メートル以上の橋りようにお
ける鉄管架設作業

―

感染症発生地域又は汚染疑い地域
の消毒作業

― 日額　230円

水質試験

船外機における作業 ―
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